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研究成果の概要（和文）：　観光を通じた地域振興に対する期待が高まり、多くの地域が観光振興に取り組んでいる。
本研究では代表者らの「観光の関係性モデル」を提唱し、地域社会が主導的に進める観光のあり方の提案に基づき、地
域社会が観光のもたらす効果を享受し、新たな地域社会像を提示することを目的に、関係性モデルを精緻化した。具体
的には、①観光の成果を地域社会に還元するための評価のしくみ、②中間システムのガバナンスのしくみ、③「交流」
（＝関係性）の資源化の可能性について検討する。これらを明らかにすることによって、観光振興の理論と実証を結び
つけ、社会的流動性が高まる現代において新たな地域社会像の提示した。

研究成果の概要（英文）：Many communities try to promote tourism in order to develop regional economy throu
gh tourism.  This study tries to describe future image of community organized tourism which can receive th
e appropriate benefits of tourism based on the tourism relationship model developed by Shikida et al.(2009
).  The result of this study tentatively address followings; mechanism for reinvesting tourism benefits, g
overnance of intermediaries, and resourcing of exchange activities.  By describing these issues, the study
 propose future image of local community under intensive liquidity.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 21 世紀に入って、わが国では観光立国政策
が積極的に推進され、豊富な地域資源を観光
に活用することで、国内外の交流人口の拡大
を促進し、地域経済の活性化や雇用機会の増
大を図る取り組みが各地で試みられている。
特に、都市と地方の格差拡大が叫ばれている
現在、観光は地方における地域活性化のツー
ルとしての期待が高い。また、地域社会に悪
影響をもたらしてきた旅行業者主導のマスツ
ーリズムに代わって、観光目的地である地域
社会が主導的に推進する「観光まちづくり」
や「着地型観光」が 2000 年頃から脚光を浴
び、観光まちづくりの理論研究や持続可能性
との関連、具体的な地域を取り上げた事例研
究などが進められてきた。しかし、これまで
理論と実証を結びつける研究がほとんど行わ
れてこなかったため、観光まちづくりや着地
型観光が地域で必ずしも評価されていない傾
向が見られるほか、観光を推進さえすれば地
域経済の活性化や雇用機会の増大に結びつく
という単純な認識も散見される。 

 本研究ではこれまで、地域社会が主導的に
観光を推進しながら、観光の持つ効果を地域
社会に取り入れるため、地域社会（着地）と地
域外の観光業者・観光客（発地）を結びつける
仕組みとして、「観光の関係性モデル」を提唱
してきた（敷田ほか、2009）。このモデルでは、
地域社会と地域外の間に「中間システム」を
位置づけることによって、観光がもたらす資
源や利益が循環し、地域主導の観光が実現で
きることを示している。そして、いくつかの
地域での観光の関係性モデルの適用可能性を
試みてきた（敷田、2010）。 

 その結果、地域社会（着地）が中間システム
を主体的にマネジメントすることで、マスツ
ーリズムに代表される従来型観光の弊害をあ
る程度克服できる可能性を示すことができた
が、いくつかの課題も残されている。ひとつ
は、中間システムを誰がどのように運営する
かという課題である。中間システムは新たな
団体を設立する場合や、いくつかの団体から
なる組織を形成する場合などが想定されるが、
特に多様なアクターが関わることで、どのよ
うなマネジメントが求められるかについて、
十分に明らかにできていない。また、関係性
モデルでは「地域資源への還元」の働きかけ
が最も重要であるが、これを地域経済の活性
化や雇用機会の増大だけでなく、より多面的
に評価する必要がある。しかし、これらをど
のように評価し、多様なアクターで享受する
かについて解明できていない。そこで、より
多くの対象地域の実証分析を進めることで、
関係性モデルの精緻化を図りたい。 

 これらを明らかにできれば、観光立国政策
の効果を地域社会も享受できるようになり、
農林水産業や土木建設業が衰退し、地域活性
化の機会を見出せない地域社会に、新たな活
路を開くことができる。特に、グローバリゼ
ーションによって社会的流動性が高まる中で、

これまでの [閉じた] 地域社会ではなく、地域
外アクターが積極的に関わる新たな地域社会
像も提示できると考えている。 

 

２．研究の目的 

 近年、観光を通じた地域振興に対する期待
が高まり、多くの地域が観光振興に取り組ん
でいる。その中で、研究代表者らは「観光の関
係性モデル」を提唱し、地域社会が主導的に
進める観光のあり方を提案してきた(敷田ほ
か、2009 参照)。本研究では、その先行研究に
基づき、地域社会が観光のもたらす効果を享
受し、新たな地域社会像を提示することを目
的に、関係性モデルを精緻化する。具体的に
は、①観光の成果を地域社会に還元するため
の評価の仕組み、②中間システムのガバナン
スの仕組み、③「交流」（＝関係性）の資源化
の可能性について検討した。これらを明らか
にすることによって、観光振興の理論と実証
を結びつけ、社会的流動性が高まる現代にお
いて新たな地域社会像の提示を試みた。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、「観光の関係性モデル」をベー
スに、観光がもたらす効果を地域社会に還元
する仕組みや中間システムのガバナンスのあ
り方、観光を通じた「交流」そのものの資源化
の可能性について明らかにするが、これらを
検討するために、①調査フィールドにおける
実証研究、②実証研究の成果の分析・共有を
通じた理論の精緻化を試みる共同研究会によ
るモデル精緻化の 2本を大きな柱とした。 
 そして、調査フィールドにおける実証研究
では、地域主導の観光まちづくりを推進する
地域を対象に、資料収集や聞き取り調査を通
じて、成功要因やガバナンス構造などを明ら
かにした。それらを連携研究者や調査対象地
域の地域アクターも参加した共同研究会で議
論することで、現状の地域ガバナンス形成過
の理論化とモデルの実証を図り、関係性モデ
ルの精緻化に結びつけた。 
 本研究の研究期間の前半は、資料収集や聞
き取り調査などのフィールド調査に重点を置
き、理論の精緻化に必要な情報やデータの収
集を中心に進めた。研究期間の後半にかけて
は、共同研究会で「観光の関係性モデル」を基
に、実証研究で収集した成果を用いて、理論
の精緻化・深化をめざした。これは本研究が
めざす理論と実証の結びつけに対応するもの
であると同時に、他地域で成功例をフィード
バックすることにより、調査対象地域への研
究成果の還元を意図したためである。 
 結果的に本研究では、三重県鳥羽市の答志
島・菅島と長崎県佐世保市の黒島を対象とし
て、分析を行った。また、この 2 地域に関連
する関連する文献・資料を収集・分析した。答
志島と菅島へは 2012 年 12 月と 2013 年 8 月
に、黒島へは 2012 年 7 月と 2013 年 6 月に訪
問し、調査を実施した。 
 長崎県佐世保市の「黒島」は、佐世保市の西



方約 13km に位置する、面積 4.62km2、周囲
約 13km の九十九島地域で最大の離島である。
明治時代は黒島村であったが、1954 年に佐世
保市に編入されて佐世保市黒島町となった。
島の人口は 1950 年代には約 2,400 人だった
が、島外への移住などにより、2010 年国勢調
査によれば、同島の人口は 274 世帯、538 人
に減少している。高齢者比率は 50.9％であり、
島民の半数以上が 65 歳以上である。 

 伊勢湾口に面する鳥羽市は答志島、菅島、
坂手島、神島の 4 つの有人離島を持つ。2010

年国勢調査に基づく鳥羽市の人口は 21,635

人で、産業構造は第一次産業 14.9％、第二次
産業 17.7％、第三次産業 65.7％と、第三次産
業が占める割合が高い。 

 
４．研究成果 
(1)地域還元を創出する着地型観光の可能性
－長崎県佐世保市黒島の着地型ツアーの事
例分析 
着地型ツアーである「黒島めぐる」は地域

への還元率が高いツアーである。経費分布を
見ると、地域側で旅行商品を提供しても、地
域内移動のためのタクシー・バスチャーター
料とマーケティングやプロモーション費用と
して、約40％の経費が島外に支払われている。
パールシーは佐世保市の第三セクター企業で
あり、黒島側に配慮して事業を運営している
が、完全な第三者が島外のパートナーになっ
た場合は、より多くの経費が島外に支払われ
ることになると考えられる。 
 しかし、島内移動手段を島側で提供できな
いために、佐世保市内のタクシー会社を利用
している。その費用が支出の約 20％を占めて
いる。島側で移動手段を提供するか島内を徒
歩などで移動できればそれを軽減でき、黒島
への還元率をより高めることができる。 
  輸送手段を島で「内部化」することは、現実
的には難しいが、島での観光消費を増加させ
ることで、還元率を向上させることは可能で
あろう。この点について、黒島の着地型観光
に関係するアクターは、島内での消費が少な
いことを共通して認識しており、現在の黒島
観光の課題となっている。それが実現できれ
ば、観光客による島内での支出が増加し、地
域還元率も上昇すると考えられる。またこれ
に関連して、島内での飲食場所の創出や入場
料などの徴収、内容に応じたガイド料金の値
上げも考えられる。 
 黒島のアクターは、観光客の土産物に対す
るニーズを把握しており、島内での観光消費
を増加させるための土産物販売を考えている。
土産物の製造に関しては、過去にも試みられ
たが、結局実現しなかった。その原因は、収益
を上げるに十分な数の観光客の来訪が当時は
なかったことや、島側の商品開発能力が十分
ではなかったことが考えられる。しかし、自
分たちが関与していない観光客が自主的に個
人やグループで来島するツアーや、島外の第
三者が企画するツアーでの来島者が増え、関

与の度合いが低くなれば、こうした土産物や
島内のカフェでの消費にどうしても頼らざる
を得なくなる。その点では、今後、世界遺産登
録で見込まれる観光客の増加を考えて、土産
物の開発を試みる意味はあると思われる。 
 ただし、それはパッケージングやデザイン
などで、島外のノウハウや技術に依存するこ
とを促進する可能性も持っており、黒島とし
て島内の観光をどのように運営するかを考え
た上で、アウトソーシングする範囲を考えな
がら進める必要性がある。このことは、地方
地域が観光振興のような都市からの集客を前
提とした施策を実施する際には必ず課題とな
ることで、その点では、都市が持つデザイン
能力や製造能力に依存しながら自律もする
「自律的依存戦略」(敷田・森重、2007)が必要
になる。 
 着地型観光は、こうした収支データを用い
て判断することが必要であり、着地型旅行商
品の収支データの蓄積が重要である。一方、
経済的な利益の還元だけではなく、それ以外
の社会的な利益も観光は生み出している。黒
島史跡保存会は、「観光客とのふれあいで若返
る、元気になる」と述べており、経済的な面だ
けがガイドの魅力ではないことを強調してい
る。こうした非経済的な利益は今後考慮すべ
きであろう。こうした「見えない」利益を強調
することで、ガイド料金を低く抑える、また
は島民へのサービス提供の対価支払いを減ら
すことにつながってはならないだろう。それ
は、主体的な地域づくり活動を「搾取」するこ
とになる。 
 ただし、それは外部からの一方的な圧力に
よって進められるのではない。むしろ、内部
からの主体的な取り組みを評価して欲しいと
いう、評価欲求によって促進される。そのた
め、外部者による「地域の主体性の搾取」と批
判するだけでは問題は解決しない。むしろ、
こうした主体的行為の維持のためには、外部
からの何らかの評価や受け手(観光客や地域
外の事業者)が必要であることを認めた上で、
それが過度に進行しないようにする仕組みが
必要である。 
 ひとつの解決策は、サービスに対する支払
いの第三者による関与であろう。当事者の間
では、対価に対する評価も甘くなりがちであ
るし、今後の観光の維持のことを考えれば、
送客を受ける島側の交渉力は弱い。そこで、
そこに第三者が介入することで、こうした双
方の意識や事情の違いを調整できる。それが、
前述した中間システムの役割に他ならない。
ただし、中間システムが効果的に働くために
は、多様な地域の主体で構成される地域のガ
バナンスの構築が重要である。 
 旅行業者や開発事業者などの外部資本によ
る地域側に利益がもたらされることが期待さ
れている着地型観光だが、着地型旅行商品の
収支構造の分析は少なく、着地型観光の特徴
や利点が主に強調されてきた。そのこと自体
を批判するのではないが、実際のデータの分



析で、観光から得られる利益をどのような仕
組みで地域に還元できるか考察しなければ、
着地型観光が地域にとって利益を生み出す観
光なのかを明確にすることはできない。また、
着地型観光を推進する地域と地域外のアクタ
ーとの関係が収益構造に影響することや、経
済面以外の地域還元をどう評価するかという
分析が必要である。逆に、こうしたメカニズ
ムの解明と事例の積み重ねの組み合わせで、
地域がより戦略的に着地型観光を推進できる。 
 
(2)本土と離島の関係性を前提とした観光政
策に関する研究－三重県鳥羽市答志島 
ここでは三重県鳥羽市と答志島を対象に、

観光政策での離島の位置づけと離島のアクタ
ーの意識について調査し、＜本土―離島＞の
関係における観光ガバナンスおよび地域ガバ
ナンスの関係性に関する考察を行った。研究
手法は文献調査と観光関係各機関へのヒアリ
ングである。 
鳥羽市の観光は真珠島や鳥羽水族館などの

大型観光施設に支えられてきたが、バブル崩
壊とともに入込者数は減少し、2000 年以降は
離島の位置づけが相対的に大きくなっている。
市は2001～2002年度に「鳥羽市2005プラン」
を策定し、「島の活性化」「資源の情報源化」を
筆頭に掲げた。具体的には①島の旅社推進協
議会（以下、島の旅社）の設立、②鳥羽まるご
とデータベース等が提案された。島の旅社は
2005 年に答志島で誕生し、市の支援のもと、
資源を発掘しながら小規模の観光者の受入れ
を行っている。営利目的の職業ガイドとは異
なるアプローチを模索している。鳥羽まるご
とデータベース事業では、食や生活習慣など
の聞き取り調査と、答志島と神島における海
岸線調査が実施された。また市は「島遺産 100
選」選定事業（2012）を実施し、分野を問わぬ
108(とば)の遺産を認定した。これらの資源は
島の旅社のツアー素材として活用されている
が、市は旅行会社と連携してツアー造成を進
めており、ガイド役として島の旅社に期待を
かけている。 
 島の旅社は、活動目的を島社会の人間関係
の開放と島民の学び、誇りの醸成と捉えてお
り、プログラムも島の暮らしや自然に焦点を
当てたものである。スタッフは答志島 13 名、
神島 2名からなる（2013 年 8 月）が、全員漁
業に関連する兼業者である。参加者は年 1200
人前後で増加傾向にあるが、専業者を雇用で
きる経営規模ではない。したがって漁業の繁
忙期には家業が優先され、ガイドに割く時間
はなくなり観光受入れができない。答志島は
漁業関連主体による強固かつ伝統的な地域運
営ガバナンスが確立されており、漁業に連な
る主体が観光の主体を兼ねていることが明ら
かとなった。答志島においては観光ガバナン
スと地域ガバナンスの間に明確なヒエラルキ
ーが存在しており、これが覆ることはない。
このことは、市が鳥羽市への観光者数を増や
すことを目的に離島への観光者数増をめざす

際に制約となることを示唆する。 
 市が本土と離島を総体として捉え、島民を
主たるアクターとする観光ガバナンスを育て
ようとするのに対し、答志島の観光アクター
は、地域発展の核は漁業振興にあると考えて
おり、観光は漁業を妨げない範囲において許
容され、実施されていた。地域ガバナンスは
漁業とコミュニティを基盤に成立し、観光に
おいてもコミュニティの人的資本が活用され
ていた。 
一方、答志島では漁業者数と漁獲高が減少

傾向にある。市が離島振興策として観光に着
目する背景には、離島の漁業の後継者問題と
それに付随する経済活性化対策が存在してい
るといえる。離島の持続的運営を図るために
は漁業と観光を統合して考える必要があるこ
とが示唆された。 
以上の結果から、１）島の漁業振興策に観

光を内部化すること、２）新たな資源の掘り
おこしを通して漁業関連以外のプログラムと
担い手を開拓すること、３）島のアンテナを
本土側に設け、漁業や離島の理解者へと高度
化された「サステナブル・ビジター」を育成す
ることを提言とした。離島に視座をもって本
土－離島の関係性を捉え直し、共発展のあり
方を模索する必要がある。 
 
(3)本土と離島の連携による観光地域づくり
を教材とした学校教育の可能性 

三重県鳥羽市の離島である菅島の菅島小学校
では、地域外アクターがサポートを受け、観
光地域づくりを教材として採用し、学校教育
に活用している。その取り組みは「島っ子ガ
イド」と呼ばれ、総合学習の時間を使い、児童
らが菅島に関する調べ学習を実施し、その成
果を活用し、観光のボランティアガイドとし
て活動している。そこで、観光地域づくりを
教材として学校教育に活用した島っ子ガイド
について、教育効果の検証を行った。 
総合学習の指導に関する基本的な考え方とし
て、「探究的な学習」「協同的な学習」「体験活
動の重視」「言語活動の充実」「各教科との関
連」が示されている。担当した教員によると、
コミュニケーション能力向上に効果があった
と判断していた。その理由は、島っ子ガイド
が「体験活動を重視」し、児童らの課題克服の
ためにガイドという形で、「言語活動を充実」
したことが大きいと考えられる。したがって、
総合学習を核とした課題発見・解決能力、論
理的思考力、コミュニケーション能力等の向
上といった文部科学省の目標をほぼ達成して
いるものと思われる。 
しかし、「各教科との関連」については、学校
関係者への聞き取りによると、十分な効果は
認められなかった。学習指導の基本的な考え
方のひとつに各教科との関連が示されており、
各教科等で身に付けた知識や技能を総合学習
において活用すること、また総合学習での学
習活動やその成果が、各教科等の学習活動の
意欲を高めたり促進したりすることが求めら



れている。今回の学校関係者への聞き取りで
は、先述したように、コミュニケーション能
力の向上により授業運営は良くなったとの効
果はあったが、各教科との関連については、
児童らに変化は認められていないことを確認
している。今後、各教科との関連を念頭に置
いた学校関係者による創意工夫がさらに必要
だと思われる。 
以上のように、地域外アクターがサポートを
行った菅島の島っ子ガイドは総合学習として
大きな教育効果をあげている。特に、児童ら
のコミュニケーション能力の向上は著しいこ
とが明らかとなった。児童らが自己効力感を
得ていることからしても、ボランティアガイ
ドが内的成長の場であることが十分うかがえ
る。地域外からみて閉じられた地域社会の成
員であった菅島の児童らが、地域外アクター
もかかわりながら自らの課題解決に至ったこ
とは、開かれた地域社会に向けて一歩前進し
たものといえるだろう。 
 
(4)中間システムの連携による本土と離島の観
光の相互発展 

 本節では、前述した答志島と黒島を事例に、
離島と本土の観光を推進するシステムが連携
しながら、主体的な離島の観光振興を図る可
能性について検討する。そして、システム間
の連携の実現に向けた条件や課題を整理した。 
 答志島と黒島における観光振興に向けた取
り組みを、図 1 を用いて考察すると、答志島
では「島の旅社」が、黒島では「黒島史跡保存
会」がそれぞれ、離島の中間システム（着地型
観光推進主体）に相当する。しかし、離島の中
間システムが 4 つの働きをすべてマネジメン
トできているわけではない。なぜなら、離島
の中間システムが観光振興のマネジメントに
よって十分な収益を生み出していないほか、
本業が忙しくなると観光振興にかかわる業務
が疎かになり、とりわけマーケティングのよ
うな島外に働きかける役割を十分に担えない
からである。そのため、離島の中間システム
がマネジメントできない働きを本土の中間シ
ステムが担うことで、離島の資源の観光利用
が効果的に進められている。 
 それでは、本土の中間システムにすべて委
ねることで、離島の観光振興が効果的に図ら
れるのであろうか。現実的に、本土の中間シ
ステムだけで離島の観光振興のすべてを担う
ことは難しい。なぜなら、離島には住民の濃
密な関係を持つ強固な共同体が存在している
ことが多く、それを無視して地域資源を観光
利用できないからである。一方、本土の観光
振興にとっても、離島の地域資源の観光利用
には意味がある。観光客のニーズが変化する
中で、本土にとって離島の観光振興は、観光
客数や収益の規模こそ小さいが、従来型観光
とは異なる形態を創出するという点で、一定
の意義を見出すことができる。 
 そこで、離島の観光振興のみならず、本土
側の観光振興を図る上で、離島と本土の双方

の中間システムが連携する可能性を見出した
い。両者が連携することによって、離島は観
光振興に必要なノウハウを獲得できるほか、
これまで十分対応できなかった島外への働き
かけを本土の中間システムに委ねることがで
きる。そして、離島の中間システムは観光客
のガイドに専念できるようになる。 

 一方、本土にとっては、離島の地域資源を
活用した新たな旅行商品を提供できるように
なり、新たな形態の観光を生み出すことがで
きる。また、地域資源の観光利用のために必
要な離島の共同体との調整作業を離島の中間
システムに委ねることができる。さらに、離
島振興に協力するという姿勢を示し、社会的
責任を果たすという側面の効果も指摘できよ
う。このように、離島と本土の双方の中間シ
ステムが連携しながら、双方のメリットを見
出し、かつ離島の自律的な観光振興の可能性
を指摘できる。 

 離島が主体的に観光振興を推進するには、
離島の中間システムが自身の役割の限界や長
所を自覚した上で、本土の中間システムを選
択する必要がある。そして、離島が本土の中
間システムと連携して、離島の中間システム
が観光振興にかかわる正当性や主体性を維持
し、主張することが重要である。そのために、
例えば離島のさまざまな地域資源を結びつけ、
離島の文化も含めて観光資源化を図り、観光
客に提供する方法が考えられる。こうするこ
とによって、地域資源の価値を高めるととも
に、島外の観光業者による一方的な地域資源
の観光利用をある程度抑制できるようになる。
このことは離島と本土の中間システムの連携
に必要であるほか、観光の視点から離島の地
域資源や文化を捉え直すことにもつながり、
文化の継承にもつながるであろう。 
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